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はじめに

名古屋市では、昭和３４年の伊勢湾台風による被害を教訓に、昭和３６年に名古屋市臨海部防災区域建築条

例（昭和３６年名古屋市条例第２号。以下「条例」という。）を制定し、名古屋市臨海部を中心に臨海部防災区域

を指定するとともに、建築物を２階建以上にする等の建築制限を行っている。

その後、高潮防波堤等の整備が進み、近年公表された高潮による浸水予想では、伊勢湾台風時と比べ浸水想

定が異なってきていること等、条例を取り巻く状況が変化してきている。

このような状況の中で名古屋市臨海部防災区域建築条例検討委員会条例が制定され、当委員会が設置され

た。当委員会は、名古屋市長より条例の見直しにあたっての基本的な考え方となる、「臨海部防災区域の範囲

及び区域内の建築制限のあり方」について諮問を受けたことから、調査検討を行い、答申として取りまとめた

ので報告する。
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１ 条例の沿革

(1) 伊勢湾台風の被害

(2) 条例の制定及び改正
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台風史上最大級の規模をもった伊勢湾台風は、昭

和34年9月26日夜に当地方を襲い、幾多の気象上の

悪条件から、想像を絶する暴風雨と高潮による災害

を引き起こした。

特に名古屋市においては、台風の中心が名古屋市

の西約30kmのコースを通過するという最悪の条件の

もとに置かれ、瞬間最大風速45.7m/s、最低気圧

958.5hPa、名古屋港の最高潮位N.P.+5.31mという未曽

有の記録を残した。

その結果、予期せぬ高潮により、随所で海岸及び

河川の堤防が決壊し、一瞬にして多数の人命と財産

を奪い、長期にわたって都市活動を麻痺させた。

(1) 伊勢湾台風の被害

条
例
の
沿
革

▼写真1-2 浸水した市街地

▼図1-3 伊勢湾台風時の最高浸水水位図

▼表1-1 名古屋市における伊勢湾台風の被害状況

伊
勢
湾
台
風
の
被
害

(1)
〜6.0m
〜5.0m
〜4.0m
〜3.0m
〜2.5m
〜2.0m
〜1.5m
〜1.0m
〜0.5m

出典：伊勢湾台風による名古屋市の市街地および建築物被害調査と
防災計画（昭和35年,名古屋市建築局 発行,建設省建築研究所 編集）

出典：伊勢湾台風による名古屋市の市街地および建築物被害調査と
防災計画（昭和35年,名古屋市建築局 発行,建設省建築研究所 編集）出典：伊勢湾台風災害誌（昭和36年,名古屋市）
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名古屋市は、伊勢湾台風の被害の経験に基づき、

市長、学識経験者、関係団体代表、行政機関職員、

市会議員からなる90人の委員で、名古屋市災害対策

協議会を結成し、昭和35年5月、この協議会で「名古

屋市災害対策要綱」を決定した。

また、名古屋市の依頼により、防災建築規制の基

礎調査として、建設省（現国土交通省）建築研究所

は「伊勢湾台風による名古屋市の市街地及び建築物

被害調査報告」と「災害危険区域の指定要綱案（二

次案）」を作成した。この要綱案をベースに、建築

基準法に基づく災害危険区域として、現在の条例の

前身である「名古屋市災害危険区域に関する条例」

が制定され、昭和36年6月1日から施行された。

この条例の内容は、名古屋市の防災計画の一環と

して行われた建築規制であり、個々の建築物単独で

大規模な高潮災害に対処することを目的としたもの

ではなく、①高潮防波堤の完成、②海岸堤防・河川

堤防の完成、③排水ポンプ場の整備、④貯木場の移

転、⑤土地区画整理事業の進捗、⑥埋め立て造成地

の完成の6項目を前提として作られたものであった。

(2) 条例の制定及び改正

条
例
の
沿
革

※基礎天端高による代替可(2~5種のみ)。その他各制限の例外あり

図解構造制限
（居室を有する場合）地盤面※の高さ

１

木造禁止N･P (＋) ４m以上
第
１
種

N･P (＋) 3.5m以上に
居室設置N･P (＋)２m以上

第
２
種

N･P (＋) 3.5m以上に
居室設置N･P (＋) １m以上

第
３
種

ーN･P (＋) １m以上
第
4
種

N･P (＋) 3.5m以上に
居室設置N･P (＋)２m以上

第
５
種

公共建築物等の制限：第２種〜第５種区域
範囲：学校・病院・集会場・官公署等、発電所・変電所・排水ポンプ場等、

共同住宅・寄宿舎・下宿等
制限：地盤面又は基礎天端高さN･P(＋)2ｍ以上、

木造禁止（居住室を有する建築物を除く）
建築物の建築禁止：第1種区域
範囲：海岸線・河岸線から50ｍ以内で市長が指定する区域
制限：居住室を有する建築物等の建築禁止

▼図1-4 条例制定時の臨海部防災区域

ａ．条例制定の経緯

条
例
の
制
定
及
び
改
正

(2)

※条例の詳細は参考資料(3)を参照
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ｂ．条例改正の背景及び経緯

平成元年答申における対応の基本的な考え方

・高潮による出水対策を中心に、内水に対しても有利に働くようにする。

・地震時の災害に対して、規制が不利にならないように留意する。

・条例は住民等に過大な負担がかからぬよう生命維持レベルが適当。

・条例施行後の状況の変化に応じた適切な区域構造等の制限が必要。

・各種規制は、防災環境等の向上を的確に評価し、建築計画の自由度
等を損ねることのないよう留意しなくてはならない。

昭和44年に、条例の内容が一部改正され、名称が

「名古屋市臨海部防災区域建築条例」に変更された。

また、平成3年には、臨海部防災区域をめぐる状況の

変化を踏まえ、名古屋市臨海部防災区域建築条例検

討委員会による平成元年答申に基づき、大幅な条例

の改正が行われた 。

改正内容としては、①区域の範囲とその種別・規

制値の適正化、②地盤高による規制の合理化、③Ｎ･
Ｐ表示の簡素化、④公共建築物等の規制の見直し、

⑤構造制限の見直し、⑥居住の用に供する建築物の

建築禁止の見直し等であった。

その後、臨海部の埋め立てによる区域の拡大、市

街化調整区域の編入、建築基準法の改正に伴う規定

の整理などを経て現在に至っている。

各制限の例外規定あり

図解構造制限
（居住室を有する場合）1階床の高さ

木造禁止N･P (＋) ４m以上
第
１
種

２階以上に
居室設置N･P (＋) １m以上

第
２
種

ーN･P (＋) １m以上
第
３
種

２階以上に
居室設置N･P (＋)１m以上

第
４
種

公共建築物等の制限：第2種〜第4種区域
範囲：学校、病院、集会場、官公署、児童福祉施設等
制限：１階の床の高さN･P(＋)2ｍ以上、

N･P(＋)3.5ｍ以上に1以上の居室設置、木造禁止
建築物の建築禁止：第1種区域
範囲：海岸線・河岸線から50ｍ以内で市長が指定する区域
制限：居住室を有する建築物、病院及び児童福祉施設等の建築禁止

▼図1-5 平成３年改正後の臨海部防災区域

※条例の詳細は参考資料(4)を参照

条
例
の
沿
革

条
例
の
制
定
及
び
改
正

(2)
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２ 臨海部防災区域をめぐる状況の変化

(1) 市街化の進展

(2) 防災施設等の整備の状況

(3) 各種浸水想定の公表

(4) 近年の水災害をうけた法改正等
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市
街
化
の
進
展

(1)

臨
海
部
防
災
区
域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化

○臨海部防災区域を含む関係学区における人口は、条

例が施行される昭和35年頃から昭和45年頃までの10

年間で、約27万人から35万人超まで増えており、増

加の傾向が顕著であった。その後、区域内の人口は

平成初期をピークに、しばらく横ばいであったが近

年では減少に転じている（図2-2）。

ａ．臨海部防災区域内の人口 ▼図2-２ 臨海部防災区域内（関係学区）の人口推移

▼図2-３ 区ごとの人口推移

出典：国勢調査結果の長期推移[昭和30年から令和2年 学区別人口の長期
推移](名古屋市, https://www.city.nagoya.jp/shisei/toukei/1003703/
1003773/1003809/1036414/1003899.html,(参照R7.12.9))

(1) 市街化の進展

▼図2-１ 臨海部防災区域の関係学区

関係学区

臨海部防災区域

豊治

長須賀春田

万場

千音寺

明正

戸田

福春

西福田
福田

南陽

野田

荒子西前田

五反田 中島

正色 西中島

明徳 正保

昭和橋 玉川

船方

千年

明治

白鳥

大宝

八幡篠原

伝馬

豊田
道徳

大生

大磯

穂波

宝
笠寺

星崎

千鳥
白水

柴田

東築地

中川

東海

宝南

成章

大手
港楽

西築地

当知
小碓

高木
神宮寺

港西

稲永

野跡

呼続

春日野

https://www.city.nagoya.jp/shisei/toukei/1003703/
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○臨海部防災区域内の住宅用地について、条例施行の

昭和35年頃から条例改正の平成3年頃の間では、中川

区の西部、庄内川の東側、南区の南部あたりで増加

した。

○その後の30年間では、大半が水田等の農地として利

用されていた茶屋新田地区において、土地区画整理

事業等により都市計画道路等の基盤整備が進められ、

平成19年8月に市街化調整区域から市街化区域に編入

されたことにより、局所的に住宅が増加しているが、

区域全体では図2-4、2-5を比較してわかるように、

住宅用地に大きな変化は見られない。

ｂ．市街地の拡大

○条例制定時から平成3年の改正に至るまでの市街化の進展に伴い、避難拠点となる学校等の耐火構造化・中高層

化、及びその数の増加等により、一定の防災的環境が向上してきた。

○一般住宅等の建築物についても2階建が標準となり、建築基準法においては、法改正による基礎の有筋化と布基

礎の普及（昭和46年改正）等、質の変化が顕著にみられてきた。

○その後においても一般木造住宅では、地盤に応じた基礎の設計、基礎と柱の接合部に金具の取り付け等構造材

と場所に応じた継手・仕口の選定、耐力壁のバランス配置等が規定（平成12年改正）され、さらに質の向上が

図られている。

ｃ．一般住宅の質の向上

図2-5
令和4年の
住宅用地
(都市計画
基礎調査
より)

図2-4
平成4年の
住宅用地
(都市計画
基礎調査
より)

住宅用地
臨海部防災区域

昭和35年頃から
平成3年頃の間
特に市街化が進展

茶屋新田地区

市
街
化
の
進
展

(1)

臨
海
部
防
災
区
域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化
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ａ．高潮防波堤

条例の前提条件となっていた防災施設の状況は、以下のとおりである。

○伊勢湾台風規模の高潮による浸水被害を防止するこ

と等を目標として、各河川整備計画や海岸保全基本

計画を定め、堤防等の整備が進められている（写真

2-8） 。

○日光川河口にある水閘門は、老朽化や地盤沈下の影

響による高潮に対する必要な高さ不足等から改築が

行われ、平成30年に完成している。

○伊勢湾台風の教訓から昭和39年にかけて、弥富市か

ら対岸の知多市にわたり天端高N.P.+6.5mで建設され

た。その後、老朽化対策及びN.P.+8.0mまでの嵩上げ

などの沈下・耐津波対策が行われ、改良工事が平成

28年度に完了している（写真2-6）。

ｂ．防潮壁・防潮扉

○天白川河口から庄内川河口に至る26.4kmにわたって、

高潮が市街地へ流入することを防ぐためN.P.+6.0mか

ら6.5mの高さで港を囲んでいる。現在は、地震・津

波への対応として防潮壁の液状化対策に取り組まれ

ている（写真2-7） 。

ｃ．堤防等

▼写真2-6 高潮防波堤

▼写真2-7 防潮壁（左：昭和ふ頭、右：大江ふ頭）

▼写真2-8 堤防

(2) 防災施設等の整備の状況

防
災
施
設
等
の
整
備
の
状
況

(2)

臨
海
部
防
災
区
域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化

出典：名古屋港の防災施設の整備状況(名古屋港管理組合, https://www.
port-of-nagoya.jp/bousai/bosaikeikaku/1001377.html,(参照R7.12.9))

出典：高潮堤工事が完了しました。(庄内川河川事務所, https://www.cbr.
mlit.go.jp/shonai/oshirase/oshirase/20120724koujikanryou/index.html,
(参照R7.12.9))

防潮壁

防潮壁

https://www.
https://www.cbr.
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○名古屋港の埋め立て造成地は、伊勢湾台風後、内陸

部より比較的高くなるよう埋め立てられている。

○排水ポンプ場は、排水が必要な区域に対し50mm/hの

降雨に対処できるよう整備され、整備は概ね完了し

ており、排水能力は昭和36年当時と比較して高く

なっている。現在は名古屋市総合排水計画に基づき

63mm/hの降雨に対し浸水被害を概ね解消することを

目標に整備が進められている。

○伊勢湾台風当時、多大な被害をもたらす原因となっ

た貯木場は、西部木材港に移転され、木材の流出に

よる被害の懸念は少なくなっている。

○土地区画整理事業は、伊勢湾台風による防災対策と

して区域内の面積約20％において進められた。その

後、茶屋新田地区や下之一色南部地区等において、

区画整理による嵩上げ等が行われ、区域の防災に寄

与している。

ｄ．その他の整備

東海市

出典：地図・空中写真閲覧サービス(国土地理院, https://service.gsi.go.
jp/map-photos/app/map?search=all ,(参照R7.12.9))を加工して作成

海岸堤防 防潮壁

中川口通船門

河川堤防

天白川

東海市

名古屋市

飛島村

弥富市

日光川水閘門

区画整理

▼図2-9 名古屋港周辺における防災施設等の整備の状況

埋め立て
造成地

貯木場

下之一色
南部地区

茶屋新田
地区

埋め立て造成地 土地区画整理事業 貯木場

高潮防波堤 海岸堤防・河川堤防 水門等凡例

防
災
施
設
等
の
整
備
の
状
況

(2)

臨
海
部
防
災
区
域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化

https://service.gsi.go.
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現在の臨海部防災区域

▼図2-11 防災施設の整備状況等を反映した
伊勢湾台風規模の高潮浸水予想図

▼図2-10 伊勢湾台風時の最高浸水水位図

出典：高潮浸水予想図
[伊勢湾台風規模・堤防等決壊なし]
（令和3年,愛知県）を基に加工

現在の臨海部防災区域

〜6.0m
〜5.0m
〜4.0m
〜3.0m
〜2.5m
〜2.0m
〜1.5m
〜1.0m
〜0.5m

各
種
浸
水
想
定
の
公
表

○平成27年に水防法が改正され、水災害ごとに防災施設の整備状況等を反映したシミュレーションによる浸水想

定が公表されるようになった（図2-11、4-4）。

○令和3年に愛知県より公表された、防災施設の整備状況等を反映した伊勢湾台風規模の高潮浸水予想図と伊勢

湾台風時の最高浸水水位図を比べると、当時の浸水実績とは異なってきている。

(3) 各種浸水想定の公表

(3)

臨
海
部
防
災
区
域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化

出典：伊勢湾台風による名古屋市の市街地および建築物被害調査と
防災計画（昭和35年,名古屋市建築局 発行,建設省建築研究所 編集）
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○近年、全国各地で大規模な風水害が相次いだこと等

を受けた平成27年の水防法の改正として、治水施設

の能力を超える洪水が発生している状況から、新た

に「想定最大規模」の水災害へのソフト対策の推進

が求められることとなった。また、令和3年には、洪

水ハザードマップの作成が中小河川に拡大された。

○避難勧告と避難指示（緊急）の違いが分かりづら

かった状況を踏まえ、令和3年に災害対策基本法が改

正され、「避難勧告」と「避難指示（緊急）」の発

令が「避難指示」に一本化された。

○令和7年12月には、洪水や高潮の観測・予測等に関す

る技術の進展等を踏まえ、水防法等が改正される等、

円滑な避難の確保を図る法改正がされている。

○法令以外にも、令和3年、水災害リスクを踏まえた防

災まちづくりを進める考え方が国土交通省より示さ

れ、この中で、立地適正化計画による居住・都市機

能の立地誘導、建築基準法に基づく条例により建築

物の床面の高さを制限する等が手法として挙げられ

ており、これらを治水施設の整備等と組み合わせる

ことが重要であるとされている。

ａ．近年の水災害をうけた法改正 ▼図2-12 名古屋市港区の想定最大規模の高潮ハザードマップ

(4) 近年の水災害をうけた法改正等

▼図2-13 避難情報のポイント

出典：防災ガイドブック（令和6年4月時点,名古屋市,p16）

近
年
の
水
災
害
を
う
け
た

法
改
正
等

(4)

臨
海
部
防
災
区
域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化

出典： 高潮ハザードマップ[港区](令和6年1月時点,名古屋市)
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○伊勢湾台風では水害危険地帯であるという自覚や、

避難対策が不足していたことが被害の拡大の要因と

され、豪雨、洪水、高潮の風水害等を対策すべき災

害として位置づけた「名古屋市地域防災計画」が昭

和38年に策定されるとともに、昭和54年に治水施設

整備の計画である「名古屋市総合排水計画」が策定

され、対策が進められてきた。

○東海豪雨では防災情報の伝達が課題となったことか

ら、同報無線の整備、水位の常時監視、洪水ハザー

ドマップが作成されるなど、ソフト対策の充実が取

り組まれるとともに、ポンプ増強や雨水貯留施設の

整備などが行われてきた。

○その後も国の動向を踏まえ「名古屋市地域強靱化計

画」を策定し、そのアクションプランである「名古

屋市災害対策実施計画」等に基づき、災害対策本部

の機能強化など災害対応力の向上が図られている。

○具体的な避難行動を想定できるよう防災ガイドブッ

クが配布されたほか、防災アプリ・インターネッ

ト・SNSなどあらゆる手段により防災情報がより早く

市民個人の手元に届くようになった。

▼図2-15 名古屋市港区の指定避難所マップ

▼図2-14 名古屋市における防災にかかる各種計画ｂ．防災にかかる名古屋市の取り組み

▼図2-16 名古屋市防災アプリ 近
年
の
水
災
害
を
う
け
た

法
改
正
等

(4)

臨
海
部
防
災
区
域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化

出典： 指定避難所マップ[港区](令和6年1月時点,名古屋市)
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○まちづくりの基本方針である都市計画マスタープランでめざ

す集約連携型都市構造の実現に向けて、なごや集約連

携型まちづくりプラン（立地適正化計画）が作成された。そ

の中で、災害リスクが存在している地域にも市街地が形成

されていることが課題のひとつであったことから、計画規模

降雨や過去最大規模による水害での浸水範囲を「災害リ

スクが大きい範囲」として整理し、居住誘導区域に含めな

いこととしている。

また、居住誘導区域内においても一定以下の災害リス

クがあることから、想定最大規模を含めた浸水のおそれの

ある範囲等を「要安全配慮区域」として設定し、災害リスク

の内容や安全に配慮した居住方法の理解促進がはから

れている。

さらに、頻発・激甚化が懸念される自然災害に対応する

ため、居住及び都市機能の誘導をはかるための防災対

策・安全確保策をとりまとめた「防災指針」を作成し、災害

リスクを把握するとともに、災害リスクをふまえたまちづくり

が進められている。

▼表2-17 災害リスクが大きい範囲

▼図2-18 「要安全配慮区域」と「災害リスクが大きい範囲」

出典：なごや集約連携型まちづくりプラン[立地適正化計画]
（令和7年3月,名古屋市,p51）

近
年
の
水
災
害
を
う
け
た

法
改
正
等

(4)
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部
防
災
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域
を
め
ぐ
る
状
況
の
変
化
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３ 条例の見直しに向けた検討の方向性

(1) 検討の方向性
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条
例
の
見
直
し
に
向
け
た
検
討
の
方
向
性

(1) 検討の方向性

これまで述べたように、条例による建築構造等の強化や防災施設の整備といったハード面が中心であった

条例制定時から前回の条例改正（平成3年）までの状況と比較して、災害の教訓やデジタル技術の革新等の

社会情勢の変化などを踏まえたソフト面の災害対策が充実し、ハード・ソフト一体となった防災対策の取り

組みが進められていること、水災害ごとに防災施設の整備を反映したシミュレーションによる浸水想定が公

表されるようになったこと、水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの手法として建築制限の有効性も国よ

り提言されていることを背景に、当委員会は図3-1の検討の方向性のもと、「４ 臨海部防災区域の範囲及び

区域内の建築制限のあり方」を整理する。

検
討
の
方
向
性

(1)
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出典：なごや集約連携型まちづくりプラン[立地適正化計画]別冊防災指針(令和5年3月,名古屋市,p40)

引き続き
少なくとも
命を守る

目標としての
建築制限

「災害リスクが大きい範囲」
の考え方を基とした、

区域設定や建築制限内容

防災施設の整備を
反映した浸水想定を
基とした区域設定

引き続き
防災施策の

一手法

現在の名古屋市臨海部防災区域建築条例
（目標レベル）（制限の手法）（対応する災害）（役割）

人命の保護を
目標とした
建築制限

災害危険区域
（建築基準法第39条）

伊勢湾台風の
高潮による浸水実績

市地域防災計画等に
位置付ける施策の
ひとつ

条例の見直しに向けた検討の方向性

役割１ 当該条例による建築制限は、様々ある災害予防施策のうち「ハード整備等による“ハザード低減”」
及び「避難行動等による“リスク低減”」を補完する“リスク回避”に位置付けられる。

役割２ 当該条例による建築制限は、自宅に留まらざるを得ない状況になった場合、身の安全を確保する
手段のひとつ。

臨海部防災区域をめぐる状況の変化

▼ 図3-1 条例の見直しに向けた検討の方向性

条
例
の
見
直
し
に
向
け
た
検
討
の
方
向
性

検
討
の
方
向
性

(1)
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４ 臨海部防災区域の範囲及び区域内の建築制限のあり方

(1) 区域設定の基本的な考え方

(2) 建築制限の基本的な考え方

(3) （１）（２）を踏まえた区域設定と建築制限のイメージ

(4) 条例施行・区域指定の時期及び定期的な見直し

(5) 条例の運用にあたって留意すべき事項
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○対象とする水災害は、他の防災施策との整合性や、水災害ごとの特性を踏まえ、個々の建築物において建築

制限で対応すべき水災害を選定する必要がある。

○津波については、名古屋市の「地域防災計画」等において、高潮、洪水、内水氾濫と異なり、自宅に留まる

ような避難の仕方が想定されていないことから、建築制限を課すことによりかえって“自宅にいれば安全”

と捉えられないよう、他の水災害と分けて考える必要があり、本条例の対象外とすべきである。

○内水氾濫については、浸水想定が他の水災害より比較的浅い想定となってきている状況にあり（図4-4）、

過去最大規模の降雨に対する内水による災害リスクは軽減方向にある。また、名古屋市総合排水計画に基づ

き浸水被害を減らす施設整備が進められている状況にあり、本条例の対象とする必要性は低い。

○“条例による建築制限に基づき建築すれば、あらゆる災害に対して安全で避難する必要がない”と勘違いさ

れないよう、条例において対象とした水災害と、対象としなかった水災害についてわかりやすいような条例

名称等の工夫が必要である。

ａ．条例が対象とする水災害は、高潮に加え、洪水を対象とする必要がある。

臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

(1) 区域設定の基本的な考え方

区
域
設
定
の
基
本
的
な
考
え
方

(1)
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臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

区
域
設
定
の
基
本
的
な
考
え
方

(1)

▼図4-1 発災後の避難行動（風水害時） ▼図4-2 発災後の避難行動（地震災害時）

出典：防災ガイドブック（令和6年4月時点,名古屋市,p16及びp22）
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○想定最大規模の災害（L2）は、名古屋市において、治水施設等のハード対策では防ぎきれないことから、ソ

フトを中心とした対策を推進する災害の規模とされており、例えばハザードマップの作成・全戸配布を行う

ことで災害リスクを周知し、速やかに命を守るための避難行動をとれるような取り組みが行われている。

○想定最大規模の災害（L2）の発生頻度は、建築物の耐用年数よりはるかに長く、 500年から1000年程度と

想定されている。

○一方、過去最大規模や計画規模の災害（L1）は、名古屋市において、各種計画に基づく治水施設等のハード対策、ソ

フト対策の両面から対策を推進する災害の規模とされている。しかし、治水施設等のハード整備には一定の時間を要す

ることもあり、これら治水施設等の規模を超える災害の頻度が高まっている状況である。

○この条例による建築制限の対象は、一般の戸建住宅が大半となると想定される。

○上記から、当該条例により対応する災害レベルは、過剰な建築制限を課すことで建築計画の自由度や質を損なうこと

のないよう、 高潮の過去最大規模、洪水の計画規模の災害（L1）で考える必要がある。

ｂ．対応すべき災害レベルは、高潮の過去最大規模、洪水の計画規模とする。

臨
海
部
防
災
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域
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域
内
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築
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方

(1)

区
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定
の
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本
的
な
考
え
方
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災害レベルの種別（※1）区分

発生頻度は低いが想定し得る最大規模の災害
（発生頻度は500年から数千年に一度程度）

想定最大規模
（L2）

高潮
過去に発生した災害を考慮した最大規模の災害
（伊勢湾台風規模（※2）（発生頻度は100年に一度程度））

過去最大規模
（L1）

発生頻度は低いが想定し得る最大規模の災害
（1年間にその規模を超える洪水が発生する確率1/1000程度）

想定最大規模
（L2）

洪水
各河川整備における計画に定められた規模の災害
（例:庄内川においては、1年間にその規模を超える洪水が発生する確率1/200程度）

計画規模
（L1）

発生頻度は低いが想定し得る最大規模の災害
（発生頻度は1000年以上に一度程度）

想定最大規模
（L2）

内水
氾濫

過去に発生した災害を考慮した最大規模の災害
（東海豪雨に相当する規模（97mm/h、534.5mm/24h））

過去最大規模
（L1）

発生頻度は極めて低いものの発生すれば甚大な被害をもらたす最大クラスの規模の災害
（発生頻度は1000年に一度程度）

想定最大規模
（L2）

津波
過去に発生した災害を考慮した最大規模の災害
（発生頻度はおおむね100年〜200年に一度）

過去最大規模
（L1）

▼表4-3 災害レベルの種別

（※１）太枠で囲ったものは、条例において対象とする必要があるもの
（※２）詳細な設定条件等については、愛知県HP「愛知県（三河湾・伊勢湾沿岸）高潮浸水想定区域図について（解説）」を参照
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臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

(1)

高潮 過去最大規模（L1）

浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

高潮 想定最大規模（L2）

洪水 計画規模（L1） 洪水 想定最大規模（L2）

浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

区
域
設
定
の
基
本
的
な
考
え
方

▼図4-4 水災害ごとの浸水想定

※枠で囲ったものは、条例において対象とする必要があるもの

出典：なごや集約連携型まちづくりプラン[立地適正化計画]別冊防災指針（令和５年3月,名古屋市,p6及びp12）
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浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

浸水深
0.5m未満
0.5-1.0m未満
1.0-3.0m未満
3.0-5.0m未満
5.0m以上

内水氾濫 過去最大規模（L1） 内水氾濫 想定最大規模（L2）

津波 過去最大規模（L1） 津波 想定最大規模（L2）

出典：なごや集約連携型まちづくりプラン[立地適正化計画]別冊防災指針（令和５年3月,名古屋市,p6及びp12）
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ｃ．条例の対象とするエリアは、「災害リスクが大きい範囲」のみでなく、「一定の災害リスクがある範囲」も対象とすべき
であり、臨海部だけでなく市全域を対象として考える必要がある。
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限
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あ
り
方

○なごや集約連携型まちづくりプラン（立地適正化計画）において、高潮・洪水により浸水深3m以上となる

範囲等が「災害リスクが大きい範囲」として整理されたことから、「災害リスクが大きい範囲」を条例の区

域設定の基本とする。

○浸水深3m未満となる範囲においても「一定の災害リスクがある範囲」が存在することから、この範囲も対

象として条例により建築制限を課す区域を設定する必要がある。

○また、これまでの臨海部防災区域は、高潮に対する対策を目的として、市南西部の臨海部を対象としてきた

が、洪水による浸水想定において明らかとなっている臨海部防災区域外のエリアにおける災害リスクにも対

応することを考える必要がある。

○対象区域を広げるにあたっては、対象区域がわかりやすくなるような条例名称等の工夫が必要であり、住民

説明を行う等、丁寧な対応が必要である。

(1)

区
域
設
定
の
基
本
的
な
考
え
方
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高潮 過去最大規模（L1） 洪水 計画規模（L1）

地盤からの浸水深

出典：各洪水浸水想定区域[計画規模]
（平成28年,庄内川河川事務所、令和6年及び7年,愛知県）と
日光川浸水予想図[計画規模]（令和元年,愛知県）
を基に加工

▼図4-5 高潮 過去最大規模（L1）と洪水 計画規模（L1）の災害リスク

6.0m以上
5.0m以上 6.0m未満
4.0m以上 5.0m未満
3.0m以上 4.0m未満
2.0m以上 3.0m未満
1.0m以上 2.0m未満
0.5m以上 1.0m未満
0.0m超 0.5m未満

出典：高潮浸水予想図
[伊勢湾台風規模・堤防等決壊なし]
（令和3年,愛知県）を基に加工

現在の臨海部防災区域

臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

(1)

区
域
設
定
の
基
本
的
な
考
え
方
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ｂ．区域内における建築制限は、浸水深に応じた段階的な建築制限とする必要がある。

○区域内における建築制限は、4(1)c.において「災害リスクが大きい範囲」や「一定の災害リスクがある範

囲」を対象として区域設定するとした中でも、人的被害リスクを考慮した場合、浸水深に応じた段階的な

建築制限を設ける必要がある。

○人的被害リスクを考慮した浸水深に応じた段階的な建築制限の例として、「水災害リスクを踏まえた防災

まちづくりのガイドライン（令和3年,国土交通省）」の中で水災害リスク評価手法における人的被害リスク

の評価の例として示された、人的被害率が比較的高くなる“床高からの浸水深1.2m”を閾値として、段階

的な建築制限とする等が考えられる。

(2) 建築制限の基本的な考え方

ａ．建築制限の対象は、主に住宅とする。また、福祉施設といった、避難等に特段の配慮が必要と思われる建築物や、
公共施設については、別途制限の付加等を考える必要がある。

○本条例は、常時起居し生活の本拠となる住宅等を主な対象として想定する。

○利用者の避難に配慮が必要な福祉施設等や、災害時であっても一般利用が想定される官公署等の施設につ

いては、住宅に課すより厳しい建築制限を課すことも考える必要がある。制限内容としては浸水しない室

を設けること等が想定され、その室は当該施設の利用者数に応じた適切な広さを確保することが望まれる。

○建築制限は、個人の財産に負担をかける側面があるため、条例の目標レベルを発揮できる有効な空間とし

て働くようなレベルとしつつ、行政による防災施策の状況や個別の浸水対策等を踏まえて一定の緩和制度

を設ける等、バランスを考慮して設定する必要がある。

○条例による建築制限に緩和制度を設ける場合、緩和制度を適切に運用するために、その事例を蓄積してゆ

く必要がある。
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▼図4-6 人的被害リスクの評価の例

地盤から3.0m ▼

91.75%2階床から
1.8m以上

12.00%2階床から
1.2~1.8m

0.023%2階床から
1.2m未満

浸水深による人的被害率（％）
水災害リスクを踏まえた防災まちづくり
のガイドライン（令和3年,国土交通省）
における水災害リスクの評価手法のうち
「人的被害リスクの評価の例」より引用

91.75%1階床から
1.8m以上

12.00%1階床から
1.2~1.8m

0.023%1階床から
1.2m未満
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▼図4-7 区域内における浸水深に応じた段階的な建築制限の考え方（想定される浸水深が地盤から３ｍ以上の場合）

臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

(2)

小屋裏

人的被害
リスク(高)

人的被害
リスク(低)

より上方への避難が必要

2階建とすることが有効
(より上方への避難も有効)

1.
20

m

浸水深に応じた段階的な建築制限として以下が考えられる。

建
築
制
限
の
基
本
的
な
考
え
方

避難上有効な
小屋裏+脱出口

避難上有効な
2階建の屋上

地盤から3.0m ▼

床からの浸水深▼
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▼図4-8 区域内における浸水深に応じた段階的な建築制限の考え方（想定される浸水深が地盤から３ｍ未満の場合）

避難上有効な
小屋裏+脱出口

避難上有効な
平家建の屋上

小屋裏

より上方への避難が必要

1.
20

m

地盤から3.0m ▼

建築制限なし

人的被害
リスク(高)

人的被害
リスク(低)

床からの浸水深▼

臨
海
部
防
災
区
域
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囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

(2)

建
築
制
限
の
基
本
的
な
考
え
方
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津波内水氾濫洪水高潮
災害危険区域による制限

建築基準法第39条

地方公共団体の条例による制限
建築基準法第40条

津波災害特別
警戒区域による制限
津波防災地域づくりに

関する法律

浸水被害防止区域による制限
特定都市河川浸水被害対策法

ｃ．「災害リスクが大きい範囲」を“災害危険区域”と設定し建築制限を行うとともに、 「一定の災害リスクがある範囲」
においても建築基準法による建築制限を行う。

○なごや集約連携型まちづくりプラン（立地適正化計画）における「災害リスクが大きい範囲」の考え方を基

本として、現行と同じ建築基準法第39条に基づく災害危険区域を設定し、建築制限を行う。

○災害危険区域が建築基準法に基づくものであることから、「一定の災害リスクがある範囲」についても建築

基準法に基づく災害危険区域以外の建築制限とすることが考えられる。

▼図4-9 水災害ごとの建築制限が可能な主な手法

※4(1)a.において、「条例が対象とする水災害は、高潮に加え、洪水を対象とする必要がある。」と整理。
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制限手法浸水深凡例

災害危険区域による
制限とする範囲

6.0m以上
5.0m以上 6.0m未満
4.0m以上 5.0m未満
3.0m以上 4.0m未満

その他区域による
制限とする範囲（※）

2.0m以上 3.0m未満
1.0m以上 2.0m未満
0.5m以上 1.0m未満
0.0m超 0.5m未満

（※）その他区域による制限とする範囲については、
人的被害リスクが高くなる浸水深を考慮する必要がある。

出典：高潮浸水予想図[伊勢湾台風規模・堤防等決壊なし]
(令和３年,愛知県)、各洪水浸水想定区域[計画規模]
(平成28年,庄内川河川事務所、令和6年及び7年,愛知県)と
日光川浸水予想図[計画規模](令和元年,愛知県)を基に加工

▼図4-10 高潮 過去最大規模（L1）と洪水 計画規模（L1）の浸水想定の重ね合わせ

現在の臨海部防災区域
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(2)

ｄ．建築制限は、地盤高が低いことのみをもって設定するのではなく、浸水想定による浸水深を基に設定する。

○伊勢湾台風による被害は、標高0ｍ以下（N.P.+1.412m以下）のエリアを中心に拡大した。

○伊勢湾台風時の浸水の様相と比べ、伊勢湾台風規模の高潮浸水予想における浸水範囲が異なっているエリア

があり、標高0ｍ以下(N.P.+1.412m以下)のエリアにおいて、過去最大規模や計画規模の災害（L1）の場合、浸

水リスクが必ずしも高いという結果になっていない。

○上記から、建築制限は、単に地盤高が低いことをだけをもって設定するのではなく、浸水想定による浸水深

を基に設定する。

建
築
制
限
の
基
本
的
な
考
え
方
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N.P.+1.5m≦
N.P.+1.0m≦
N.P.+0.5m≦
N.P.+0.0m≦
N.P.-0.5m≦
N.P.-1.0m≦
＜N.P.-1.0m

標高０ｍ以下
（N.P.+1.412m以下）

地盤からの
浸水深

6.0m≦
5.0m≦
4.0m≦
3.0m≦
2.0m≦
1.0m≦
0.5m≦
0.0m＜

地盤からの
浸水深

6.0m≦
5.0m≦
4.0m≦
3.0m≦
2.0m≦
1.0m≦
0.5m≦
0.0m＜

航空測量による地盤高 洪水 計画規模（L1）高潮 過去最大規模（L1）

▼図4-11 標高0ｍ以下のエリアと、高潮と洪水による浸水想定エリア（L1）

出典：各洪水浸水想定区域[計画規模]
(平成28年,庄内川河川事務所、令和6年
及び7年,愛知県)と日光川浸水予想図[計
画規模](令和元年,愛知県)を基に加工

出典：高潮浸水予想図
[伊勢湾台風規模・堤防等決壊なし]
(令和3年,愛知県)を基に加工現在の臨海部防災区域

臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

(2)

建
築
制
限
の
基
本
的
な
考
え
方
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※ア：建築物が周囲の
地面と接する位置

※イ：小上がりとした床、
階直上に設ける小屋
裏＋脱出口、バルコ
ニー等を想定

★1〜3：浸水深が1.2m未
満となる高さに床を
設けることを想定

建築制限の内容区分

地盤面(※ア)から4.8m以上の位置に避難空間(※イ)を設けること。
(＝6.0m-1.2m(★1))

浸水深
4.5m以上区域①

平家建の場合は、地盤面から3.3ｍ以上
(＝4.5m-1.2m(★2))

の位置に避難空間を設けること。

地盤面から3.3m以上に
床を設けた2階建以上と
すること。

浸水深
4.5m未満
3.0m以上

区域②

平家建の場合は、地盤面から1.8ｍ以上
(=3.0m-1.2m(★3))

の位置に避難空間を設けること。
2階建以上とすること。

浸水深
3.0m未満
1.5m以上

区域③
(3)

を
踏
ま
え
た
区
域
設
定
と

建
築
制
限
の
イ
メ
ー
ジ

(1)

(2)

(3) (1)(2)を踏まえた区域設定と建築制限のイメージ

（1）区域設定の基本的な考え方、（2）建築制限の基本的な考え方に基づき、浸水深に応じた段階的な区

域設定及び建築制限の内容のイメージは以下のようなものが想定される。

▼図4-12 建築制限のイメージ

1.
20

m

地盤からの
浸水深3.0m▽

【避難空間】
地盤からの
床の高さ1.8m

地盤▽
１階の床の高さ▽

(★3)のイメージ(平家建の場合)

1.
20

m

【避難空間】
地盤からの
床の高さ4.8m ２階の床の高さ▽

地盤▽
１階の床の高さ▽

(★1)のイメージ(２階建の住宅の場合)
地盤からの
浸水深6.0m▽

地盤からの
浸水深6.0m ▼

地盤からの
浸水深4.5m ▼

地盤▼

地盤からの
浸水深3.0m ▼

地盤からの
浸水深1.5m ▼

1FL▼

2FL▼

市内の“L1”の災害規模による
高潮及び洪水の最大の浸水深
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▼図4-13 区域設定のイメージ

出典：高潮浸水予想図[伊勢湾台風規模・堤防等決壊なし](令和３年,愛知
県)、各洪水浸水想定区域[計画規模](平成28年,庄内川河川事務所、令和6年
及び7年,愛知県)と日光川浸水予想図[計画規模](令和元年,愛知県)を基に加
工

制限手法区分

災害危険区域による
制限とする範囲

浸水深
4.5m以上

区域
①

災害危険区域による
制限とする範囲

浸水深
4.5m未満
3.0m以上

区域
②

その他建築制限による
制限とする範囲

浸水深
3.0m未満
1.5m以上

区域
③

建築制限を必要と
しない範囲

浸水深
1.5m未満
0.0ｍ超

ー

※右図は、下表の区分に応じて色分けしたものである。実際の区域は、浸水深だけでなく、区域のわかりやすさ等を考慮して指定する必要がある。

現在の臨海部防災区域

臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

(3)

を
踏
ま
え
た
区
域
設
定
と

建
築
制
限
の
イ
メ
ー
ジ

(1)

(2)
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(4)

(４) 条例施行・区域指定の時期及び定期的な見直し

○名古屋市において水災害により大規模な被害を受けた場合、防災施設の整備の進展により浸水想定が見直さ

れた又は、新たに公表された場合、防災・まちづくりに関する計画が見直された場合（概ね10年程度の想

定）等において、条例・区域の見直しが必要ないか都度検討する必要がある。

○4(1)a.で対象とする必要がある“高潮”に関しては、現在の臨海部防災区域内について、令和3年に公表され

た防災施設の整備状況等を反映した伊勢湾台風規模の高潮浸水予想図と伊勢湾台風時の最高浸水水位図を比

べると、浸水の様相が異なってきていることから、臨海部防災区域内は優先的に条例・区域の見直しに取り

組むべきである。

○4(1)a.で対象とする必要がある“洪水”に関しては、高潮と比べ、名古屋市の広域にわたってリスクがある

ことから、拙速に建築制限を行うことにより不合理を生じないよう、様々な防災施策の進展等による災害リ

スクの変化を踏まえつつ、一定のエリアごとに段階的に条例・区域の見直しに取り組むことを検討する必要

がある。

ａ．条例施行・区域指定の時期については、一定のエリアごとに様々な事象があることから、短期的な取り組みと、中
長期な見通しを考慮した取り組みと、段階的に取り組む必要がある。

ｂ．防災・まちづくりに関する主な計画の見直し等の機会を捉え、条例・区域の見直しが必要ないか検討する必要が
ある。
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(4)

計画の要旨計画名称
市政運営の指導理念である「名古屋市基本構想」のもと、名古屋市がめざす都市像などを示し、その
実現に向けた取り組みを総合的・体系的にまとめたもの。名古屋市総合計画20281

長期的な視点に立ち、将来の都市像や都市づくりの方向性を示したもの。名古屋市都市計画マスタープラン20302
多様な都市機能が適切に配置・連携され、環境や防災などにも配慮された魅力的で安全なまちづくり
を推進し、名古屋市がめざす「集約連携型都市構造」の実現をはかることを目的として策定。

なごや集約連携型まちづくりプラン
（立地適正化計画）

3
居住誘導区域内においては住宅の、都市機能誘導区域内においては誘導施設の立地の誘導をはかるた
めの都市の防災に関する機能の確保に関する指針。防災指針

市域にかかる防災に関し、市及び関係機関が処理すべき事務並びに業務の大綱を中心として、災害予
防、災害応急対策及び災害復旧について定めたもの。名古屋市地域防災計画4

地域特性に応じた施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として策定。名古屋市地域強靭化計画5

名古屋市の災害対策をハード・ソフト両面から総合的かつ計画的に推進するため策定。「名古屋市地
域強靱化計画」のアクションプラン。名古屋市災害対策実施計画6

「想定最大規模」の風水害を見据えて、逃げ遅れゼロの実現を目指す避難対策を始めとするより一層
の対策に取り組む必要があることから策定。

想定しうる最大規模の
風水害に係る対応方針7

都市計画、環境、福祉、防災・防犯など関連する施策分野との連携を図りながら取り組む、「住ま
い・まちづくり」に関する長期計画。名古屋市住生活基本計画8

長期的な河川整備の最終目標。水系ごとに定められている。河川整備基本方針9
河川整備基本方針に沿って定める具体的な整備の内容(20~30年程度)。各河川ごとに定められている。河川整備計画10

人命被害ゼロ、社会経済被害の最小化を目標とし、令和3年度から7年度までの取組方針を策定。土岐川・庄内川流域の
減災に係る取組方針11

地域と共に水災害に強いまちづくりを目指すために、庄内川流域のあらゆる関係者により、事前防災
対策を進めるもの。庄内川水系流域治水プロジェクト12

全国的な治水行政の動向や名古屋市を取り巻く課題を踏まえて、名古屋市が管理する治水施設整備に
おける全市的な目標を定めるとともに、ソフト対策を含めた総合的な治水対策の方針を示す計画。名古屋市総合排水計画13

海岸保全基本方針に基づき、総合的な海岸の保全を実施するもの。三河湾・伊勢湾沿岸海岸保全基本計画14
都市計画マスタープランに示されるまちづくりの方針を踏まえつつ、より一層安全で震災に強い市街
地の形成に向け、震災に強いまちづくりを推進することを目的に策定。震災に強いまちづくり方針15

▼表4-14 防災・まちづくりに関する主な計画
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○新たに建築制限がかかるエリア、建築制限が強化されるエリアや緩和されるエリアといった様々なエリアが

想定されることから、住民説明を行う等、丁寧な対応が必要である。

○建築制限を一度緩和し、その後、短期間で再度制限を課すといった不合理な運用とならないよう、注意する

必要がある。

○一定の浸水深を超えるかどうかのみで区域とするかを検討するのではなく、建築制限の対象となる敷地が明

確となるよう街区や一定の道路で囲まれたエリアを単位として区域とすること等を検討するとともに、当該

区域とすべきエリアに隣接するエリアにおいても、浸水深に基づく災害リスク等を踏まえ、区域に含めるこ

とを検討する必要がある。

○水災害における水流等が建築物に及ぼす影響について、研究等が進められている状況であり、エリアによっ

ては浸水深以外にも水流等が建築物に及ぼす可能性があることを周知するとともに、今後も注視しておく必

要がある。

○利用者の特性によっては推奨される対策等については、 条例による一律な建築制限とするのではなく、条

例の解説等を活用した弾力的な運用が考えられる。

ａ．建築制限を設けるにあたって

(５) 条例の運用にあたって留意すべき事項

臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

条
例
の
運
用
に
あ
た
っ
て

留
意
す
べ
き
事
項

(5)
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○この条例の趣旨や目的を正しく伝え、“条例において対象としなかった水災害＝災害リスクがない”と勘

違いを生まないために、当該条例と併せて情報発信する取り組みが必要である。

○例えば、この条例において対象とした水災害のほか、対象としなかった水災害について、災害リスクが確

認できる情報を、この条例の区域と併せて閲覧できる形で公表することや、なごや集約連携型まちづくり

プラン（立地適正化計画）の「要安全配慮区域」による災害リスクをふまえた居住の誘導と、この条例に

よる建築制限との密な連携等が考えられる。

ｂ．広報・啓発

臨
海
部
防
災
区
域
の
範
囲
及
び

区
域
内
の
建
築
制
限
の
あ
り
方

条
例
の
運
用
に
あ
た
っ
て

留
意
す
べ
き
事
項

(5)
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(４) 名古屋市臨海部防災区域建築条例（平成２年１２月１３日公布・平成3年1月１日施行時点）
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※条例第６条の規定に基づく区域は省略

▼図 条例第３条第２項に基づく規則で定める第一種区域及び第三種区域
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